様式第１号（第５条及び第７条関係）
低入札価格調査報告書
三　次　市　長　様
　　　　年　　月　　日
当社が　　　　年　　月　　日に入札した
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事」に関して、三次市低入札価格調査制度事務取扱要領第７条第１項の規定により、入札書に記載した入札金額に対応した積算内容について、次のとおり報告します。
	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	


提出書類
１　必須書類
⑴　当該価格で入札した理由（様式第２号）　
⑵　工事費内訳明細書（本市実施設計書に準じた様式）　　　　　　　　　　

２　必要に応じて添付すべき書類（添付した書類について右欄に○印を記載すること。）
	⑴ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）
	（様式第３号）
	

	⑵ 手持ち工事の状況（対象工事関連）
	（様式第４号）
	

	⑶ 契約対象工事箇所と低価格入札者の事務所、倉庫等との関連
	（様式第５号）
	

	⑷ 手持ち資材の状況
	（様式第６号）
	

	⑸ 資材購入先一覧
	（様式第７号）
	

	⑹ 手持ち機械の状況
	（様式第８号）
	

	⑺ 労務者の確保計画
	（様式第９号）
	　　

	⑻ 建設副産物の搬出地
	（様式第１０号）
	

	⑼ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	


注意事項
①　「１　必須書類」に掲げる書類の全部又は一部が添付されていない場合、又は添付されている書類に不備がある場合は、当該低価格入札を無効とします。
②　低入札価格調査を行うに当たり、当該価格で入札した理由を説明する資料の追加提出を求めることがあります。
③　当該報告書及び添付書類は、当該契約の内容に適合した履行の可能性を判断する資料であることから、虚偽記載があったときは、指名除外措置を講ずることがあります。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第２号（第７条関係）
当該価格で入札した理由
	


※　当該価格で入札した理由（低価格で施工することが可能となる理由）を労務費、手持ち工事の状況、契約対象工事現場と事務所・倉庫との関係、手持ち資材の状況、手持ち機械の状況、下請け会社等との協力等及び納入資機材との関係等からの面から具体的に記入する。
※　本市設計書の積算体系に準じた工事費内訳書に基づき、当該価格で入札した理由を具体的に説明する。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第３号（第７条関係）
手持ち工事の状況（対象工事現場付近）
	工事名
	発注者
	工期
	請負金額
(円）
	施工場所
	距離
(km)
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	位置図

	


※　対象工事現場付近（半径10㎞程度）での手持ち工事について記入する。
※　施工場所欄には、当該手持ち工事の所在地を記載し、距離欄には、対象工事個所との直線距離を記入する。
※　備考欄に元請・下請の区分を明記し、間接費の節減が可能な対象工事があれば、「節減対象」と記入する。
※　位置図の縮尺は自由とする。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第４号（第７条関係）
手持ち工事の状況（対象工事関連）
	工事名
	発注者
	工期
	請負金額
（円）
	施工場所
	距離
(km)
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※　対象工事の同種又は同類の手持ち工事について記入する。
※　施工場所欄には、当該手持ち工事の所在地を記載し、距離欄には、対象工事箇所との直線距離を記入する。
※　備考欄に元請・下請の区分を明記し、間接費の節減が可能な対象工事があれば、「節減対象」と明記する。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第５号（第７条関係）
契約対象工事箇所と低価格入札者の事務所、倉庫等との関連
	事務所・倉庫等の区分
	所在地
	距離
(km)
	経費節減理由

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	位置図

	


※　契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連が明確になるよう記入する。
※　距離欄には、対象工事箇所からの直線距離を記入する。
※　施設等の状況により経費節減が可能な場合、経費節減理由欄にその理由を具体的に記入する。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第６号（第７条関係）
手持ち資材の状況
	品　名
	規格・型式
	単位
	手持ち数量
	本工事での
使用予定量
	不足数量の
手当方法
	備　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※　契約対象工事で使用予定の手持ち資材を記入する。
※　経費節減が可能な場合は、備考欄にその理由を具体的に記入する。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第７号（第７条関係）
資材購入先一覧
	工種・種別
	品名・規格
	単位
	数量
	購入先

	
	
	
	
	業者名
	所在地
	入札者との関係

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※　契約対象工事で直接購入予定の資材を記入する。
※　購入先予定業者との関係を記入する。
（例）「協力会社」、「同族会社」、「資本提携会社」等
※　購入先との関係が協力会社、同族会社、資本提携社の場合は、その関係を証明する規約、登録書等を添付する。
※　単位・数量で一式計上は認めない。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第８号（第７条関係）
手持ち機械の状況
	機械名称
	規格・型式・能力・年式
	単位
	数量
	メーカー名
	現在の利用状況

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※　契約対象工事に使用する予定の手持ち機械の状況を記入する。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第９号（第７条関係）
労務者の確保計画
	工種
	職種
	単価
（円）
	員数
	
	金額
（円）
	下請会社との関係
下請会社名等

	
	
	
	
	うち
自社員数
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※　自社労務者と下請労務者は、区分し記入する。員数は、延べ員数とする。
※　金額欄は、各単価と員数を掛け合わせた金額を記入する。
※　下請会社との関係を明記する。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１０号（第７条関係）
建設副産物の搬出地
	建設副産物
	受入予定箇所
	受入価格（円）
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　契約対象工事で発生する全ての建設副産物について記入する。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。


様式第１１号（第８条関係）
低入札価格調査に係る意向確認書
　　年　　月　　日
　様

住　　　　所
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　

年　　月　　日付で入札公告のありました次の工事について、低入札価格調査に係る意向確認を次のとおり回答します。

設計番号
工事名
施工場所

【低入札価格調査を受けて契約する意向の有無】　
低入札価格の対象となった場合、調査を受け契約を締結する意向はありますか。　　　　　（　はい　・　いいえ　）


※「いいえ」と回答した場合において、低入札価格の調査対象者に該当する場合は調査辞退として失格とします。（調査基準価格以上の場合に失格とする趣旨ではありません。）

《留意事項》
入札価格が調査基準価格を下回る場合に調査を受ける意向を明示しているにも関わらず、調査資料等の提出を行わない場合は、指名除外措置をすることがあります。なお、調査を辞退する意向を明示したことをもって、指名除外措置をすることはありません。

様式第１２号（第８条関係）
低入札価格調査表
	
	
	調査・作成者（職・氏名）
	

	
	
	調査責任者 （所属長・氏名）
	

	1
	工事名
	

	
	業者名
	

	2　数値的判断基準

	
	· 数値的判断基準を満たしている（契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認められない）

	
	· 数値的判断基準を満たしていない（契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認められる）

	3　内訳書の中で著しい価格の差がある項目等　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	種別
	設計金額
	見積金額
	差額
	著しい差がある理由

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	

	4
	調査項目
	調査結果の概要

	
	①経営状況
	

	
	②信用状況
	

	
	③工事の成績状況等
	別紙調査表のとおり

	
	④その他
	

	

	5
	工事担当課長の意見
	


注意
⑴　２の数値的判断基準を満たしていない場合は、３及び４の調査を行わず、調査を終了する。
⑵　４の調査は、３の調査を行っても、なお疑問が残る場合にのみ行う。
⑶　４の③は、当該課が過去２年間に発注した工事のうち、当該低価格入札者が施工した工事に係る契約締結年月日、工事名及び成績状況を別紙調査表に記入した上で、総括的な意見を記入する。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

（別紙）
調査表
	契約年月日
	工事名
	成績状況

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

様式第１３号（第８条関係）
数値的判断基準調査表
	
	
	調査・作成者
	（職・氏名）
	

	
	
	検算・照合者
	（職・氏名）
	

	
	
	調査責任者
	（所属長・氏名）
	

	工事名
	

	業者名
	

	工種
	
	

	
	

	工事金額
	
	

	設計金額：
	
	円（税込）
	

	入　札 額：
	
	円（税込）
	
	率（入札）
	
	％

	

	
	
	
	
	（円（税抜）、％）
	

	種別
	設計金額①
	入札額②
	差額②－①
	率②/①

	直接工事費
	
	
	
	

	共通仮設費（積分＋率分）
	
	
	
	

	現場管理費
	
	
	
	

	一般管理費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	設計金額
	Ａ
	
	円（税抜）
	

	工事費総額失格基準価格
	Ｂ
	
	円（税抜）
	

	入札額
	Ｃ
	
	円（税抜）
	

	差額
	Ｃ-Ｂ
	
	円（税抜）
	

	率
	Ｃ/Ａ
	
	％
	



判定　：　判断基準を　　満たす　・　満たさない

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１４号　（第８条関係）
工事費内訳対照表
	工事名
	

	業者名
	


(単位：円)
	項　目
	市設計金額
A
	業者見積金額
B
	差引金額
C=B-A
	比率（％）
C/A
	摘要

	直接工事費
	(各工種)
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	直接工事費計
	
	
	
	
	

	共通仮設費
	（積上）運搬費
	
	
	
	
	

	
	準備費
	
	
	
	
	

	
	安全費
	
	
	
	
	

	
	役務費
	
	
	
	
	

	
	事業損失防止施設費
	
	
	
	
	

	
	(率分)
	
	
	
	
	

	
	共通仮設費計
	
	
	
	
	

	純工事費
	
	
	
	
	

	現場管理費
	
	
	
	
	

	工事原価
	
	
	
	
	

	一般管理費
	
	
	
	
	

	工事価格
	
	
	
	
	

	工事価格計
	
	
	
	
	

	消費税相当額
	
	
	
	
	

	内訳
	積上計上分
	
	
	
	
	

	
	率計上分
	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	
	
	
	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１５号（第９条関係）
低入札価格調査結果表
 (単位:円)
	
	
	
	入札執行者
	

	
	
	
	入札執行日
	

	工　事　名
	

	予定価格
Ａ
	
	調査基準価格
Ｂ
	
	Ｂ／Ａ(％)
	

	※金額は税を含まない。
	
	
	
	

	低価格入札のうち
調査を受けた者
	入札価格
Ｃ
	落札率
Ｃ／Ａ(％)
	調査結果の表示

	
	
	
	契約の内容に適合した当否
	理　由

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



注意
⑴　 低価格入札者のうち調査を受けた者について、入札価格の低い順に作成すること。
⑵　「契約の内容に適合した履行の当否」の欄には、「当」又は「否」を記入すること。
⑶　「理由」欄は、(2)で「否」と記入した場合のみ記入することとし、その理由は具体的に記入す
ること。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。

